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刊行に当たって
2050年カーボンニュートラルの実現に向けて

環境大臣

我が国が2050年カーボンニュートラル宣言をして以来初めてとなる令和3年版の環境白書をここに
刊行します。今年の白書は「2050年カーボンニュートラルに向けた経済社会のリデザイン（再設計）」
と題し、政府、自治体、事業者、そして、私たち一人一人の取組を紹介しました。
今年は、環境省が、環境庁創設50年、環境省設置20年の節目を迎える年です。当初の最大の課題は
国内の公害問題でしたが、今では地球規模の課題である気候危機へと環境省が所管する政策分野は大き
く変化してきました。

そして、新型コロナウイルスが猛威を振るう中、世界では急速な経済社会変革が進められています。
我が国も、2050年カーボンニュートラル宣言を行い、気候サミットでは2030年度に温室効果ガスを
2013年度から46％削減することを目指し、さらに、50％の高みに向けて、挑戦を続けていくことを
表明しました。
読者の皆様には、2050年カーボンニュートラル宣言と2030年目標の実現に向けた政策強化を現在
進行形で推し進める環境省が、今まさに「社会変革担当省」として新たな段階へ力強い一歩を踏み出し
たと、今年の白書を通じて感じて頂ければ幸いです。

今年は国際会合が目白押しの一年でもあります。私は、2021年3月に気候変動担当大臣を拝命しま
したが、政府一丸となって、11月の国連気候変動枠組条約第26回締約国会議（COP26）の成功に向
け取り組んでまいります。さらに、今後10年の新たな生物多様性の世界目標が議論される生物多様性
条約第15回締約国会議（COP15）を成功に導き、我が国が環境先進国として、国際社会でリーダー
シップを発揮できるよう、全力を尽くします。

このように環境省の取り巻く環境が変化しても、決して忘れてはならないことがあります。それは、
環境省は、「人の命と環境を守る」これが原点だということです。

今年で東日本大震災、そして原発事故から10年が経過しましたが、福島の復興はこれからも最重要
の課題です。環境省では、除染や中間貯蔵、汚染された廃棄物の処理などの取組を実施してきました。
しかし、除去土壌等の中間貯蔵開始後30年以内の福島県外最終処分に関する認知度は福島県内で約5
割、県外で約2割に留まっています。この理解醸成に向けた活動を抜本強化するとともに、「風評・風
化」対策や脱炭素の取組など未来志向の取組により一層尽力してまいります。

「環境省のカスタマーは、将来世代」と、ある職員が私に言ったことがあります。それ以来、私は
様々な機会にこの言葉を引用するようになりました。
今年の白書が、「将来世代」のために、持続可能な地球環境へと繋がるきっかけとなることを心から
願っています。



は　し　が　き
　この白書は、第204回国会に提出された以下に掲げる報告及び文書をまとめたものです。

１　環境基本法第12条の規定に基づく
　　（1）「令和2年度環境の状況」
　　（2）「令和3年度環境の保全に関する施策」

２　循環型社会形成推進基本法第14条の規定に基づく
　　（1）「令和2年度循環型社会の形成の状況」
　　（2）「令和3年度循環型社会の形成に関する施策」

３　生物多様性基本法第10条の規定に基づく
　　（1）「令和2年度生物の多様性の状況」
　　（2）「令和3年度生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する施策」

◆	 �年（年度）の表記は、原則として西暦を使用し、公的文書の引用等の場合は
和暦を使用しています。

◆	 �「年」とあるものは暦年（1月から12月）を、「年度」とあるものは会計年度
（4月から翌年3月）を指しています。

◆	 �単位の繰上げは、原則として、四捨五入によっています。単位の繰上げによ
り、内数の数値の合計と、合計欄の数値が一致しないことがあります。

◆	 �構成比（％）についても、単位の繰上げのため合計が100とならない場合が
あります。

◆	 �本白書に記載した地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではありません。

◆	 �原典が外国語で記されている資料については、環境省仮訳が含まれます。

◆	 �企業名については、原則として「株式会社」の記述を省略しています。

凡例



令和 3 年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書についての
ご意見・ご感想又はお問合せは、下記宛てにご連絡ください。

1ページから146ページまで 環境省大臣官房環境計画課
221ページから306ページまで 　（電話 03-3581-3351 内線7224）
325ページから366ページまで 　（E-mail：hakusho@env.go.jp）

183ページから220ページまで 環境省環境再生・資源循環局総務課循環型社会推進室
317ページから324ページまで 　（電話 03-3581-3351 内線6819）

　（E-mail：junkan@env.go.jp）

147ページから182ページまで 環境省自然環境局自然環境計画課生物多様性戦略推進室
307ページから316ページまで 　（電話 03-3581-3351 内線6488）

　（E-mail：NBSAP@env.go.jp）

環境省公式SNSのご案内
下記のQRコード®にアクセスしますと、環境省の日々の様々な活動や各種施策を簡単に閲覧
することができます。

環境省公式ホームページ ▶

環境省Twitter公式アカウント ▶

環境省Facebook公式アカウント ▶

環境省LINE公式アカウント ▶

環境省YouTube公式チャンネル ▶
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